
FINAL  -1- 

   

日米文化教育交流会議（カルコン） 

第 29 回合同会議 
2021 年 10 月 17 日/18 日 

共同声明

前文 

カルコンが創設された 1961年、日米同

盟は日米双方の国内で困難に直面してい

た。カルコンは地政学的変動が続いてい

た時代に、日米両国民間の相互理解の促

進と、日米の戦略的協力を支える非政府

間パートナーシップの構築を助けること

を目的として設立された。カルコンは、

60 年前の設立以来、平和、安全、繁栄

を希求して築かれた日米同盟のもと、共

通の価値と理想を分かち合うことで両国

の同盟関係を維持し発展させることを目

指し、広い視野から政策提言を行ってき

た。米国大統領と日本国総理は、カルコ

ン委員に宛てた書簡の中で、インド太平

洋地域と世界において日米が共に主導的

な役割を果たし続けることへの希望を共

有した。 

冷戦終結後の数十年間、日米両国は多く

の新しい問題を抱えながらも、常に二国

間関係を調整し、適応してきた。世界や

地域の情勢は大きく変化してきた。どち

らの国も壊滅的な危機に直面したが、そ

のような時にアメリカ人と日本人は躊躇

することなく、お互いに助け合ってき

た。9.11の同時多発テロで米国が攻撃さ

れたとき、日本人は世界貿易センタービ

ルで被害にあった人々をいち早く援助

し、米国とその同盟国とともにテロと戦

った。また、2011 年 3月 11日の東日本

大震災で日本が戦後最悪の事態に直面し

たとき、米国は迅速に日本を支援し、被

災者や原発事故への対応に向けて、あら

ゆるリソースを提供した。2020 年初頭

にコロナが流行し始めて以来、地政学的

にも経済的にも急速に変動する未曾有の

課題に世界全体が直面している。 

現在日米両国がコロナ禍の悲しみと苦難

に共に立ち向かっているという事実は、

日米のパートナーシップがどれほど強固

なものとなったかを示すものである。パ

ンデミックの脅威に対処するために世界

の多くの地域が閉鎖された中、当初

2020 年 5月に予定されていた第 29回合

同会議は延期された。17 か月経った今

も脅威は去っていないが、日米両国は協

力して互いを支え合い、対面での接触を

避けた活動に適応し、資源の乏しい国を

支援するために力を合わせてきた。 

日米両国はテクノロジーを活用し、地政

学上のさまざまな側面で協力している。

コロナ禍においても二国間関係を維持

し、共にパンデミックに打ち勝つために

尽力してきた。日米それぞれには依然大

きな課題があるものの、全ての指標は日

米関係が強固であることを示している。

あらゆる世代の日本人とアメリカ人がお

互いの文化のみならず、お互いを理解し
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ている上に、拡大し続ける日米パートナ

ーシップを両国民の大多数が支持してい

るのである。 

カルコンは今年 60 周年を迎えるが、そ

の目的はこれまでと同様に重要である。

このような相互理解は一夜にして得られ

たものではない。また、関係強化を提唱

してきた多くの官民のリーダーたちによ

る継続的な対話と支援なしには得られな

かったであろう。日米のパートナーシッ

プは、意義のある交流に貢献してきた、

学生、専門家、学者、政府関係者など、

深く幅広い人と人との関係や経験によっ

て築かれてきたものである。21世紀の

21 年が過ぎた今、カルコンは、このユ

ニークで特に重要な同盟関係を守ってい

ける次世代に焦点を当てている。 

本年夏に、日本はコロナ禍に苦しみなが

らも慎重にすべての参加者と住民のため

の安心安全に配慮し、東京 2020 オリン

ピック・パラリンピック競技大会を開催

した。無観客ではあったものの、すべて

の競技者がベストを発揮できる場を提供

し、世界から TV観戦で声援が送られ

た。この機に、人的交流ができる対面の

事業例として日米友好基金日米クリエィ

ティブ・アーティスト・プログラムによ

る展覧会が世田谷美術館で実施され一般

参加者を得た。また今大会は、日本にお

けるボランティアリズムの成長を高め、

世界からも称賛を得る機会となった。 

日米のカルコン委員は、カルコンの 60
周年を記念して、SNS 上で公開された歴

史的写真アルバム、パネルディスカッシ

ョン、また世界中に配信された「カルコ

ン 60 周年記念ビデオ」など、これまで

の歴史を振り返るいくつかのプロジェク

トを実施した。これらの記念プロジェク

トは、世界中の諸機関の中でも際立つカ

ルコンの独自性を強調するものである。 

カルコン委員は、安全保障、貿易、文

化、教育など、二国間関係のあらゆる側

面を強化する上で、人と人との交流が果

たす重要な役割を認識し、交流が日米パ

ートナーシップの重要な柱の一つである

ことを再確認した。コロナ禍により人と

人との交流が制限されているにもかかわ

らず、相互理解を促進するための技術革

新は進んでいる。カルコンはこういった

前向きな傾向が、同盟強化のために今後

の人的交流の中でも活用し続けられるこ

とを期待したい。 

このような背景から、2021 年 10月 17日
と 18 日、第 29回合同会議がオンライン

で開催され、日米両国の政府、企業、学

術機関などの代表者が出席した。当初は

福岡で開催する予定だったものの、安全

衛生上の理由から国内外ともに移動がで

きないため、ハイブリッド形式に変更と

なった。日本の委員の多くは東京の国際

文化会館に集まり、米国の委員はそれぞ

れの自宅からバーチャルな形で参加し

た。 

こうした会議の形式の変更は、パンデミ

ックによってバーチャルな形では交流が

制限され、それによって何を失ったかを

示すことになったが、日米カルコン委員

たちのレジリアンスによって、コロナ禍

においても何としても活動を続けて行く

という決意を明らかにした。 

第 29 回合同会議の共同議長は、加藤良

三氏（元駐米大使）とシーラ・A・スミ

ス氏（外交問題評議会ジョン・E・メロ

ウ・アジア太平洋担当シニア・フェロ

ー）が務めた。また、岸田文雄内閣総理

大臣およびジョセフ・R・バイデン大統

領から寄せられた祝辞を、それぞれ曽根

健孝氏（外務省内閣官房国際文化交流審

議官）及びマシュー・ルッセンホップ氏
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（国務省教育文化担当次官補代理）が代

読した。 

 

議論の概要 

第 29 回合同会議が 17か月間延期されて

いた間に、既存の 3つの分科会が作業を

終え、報告書を作成した。教育交流レビ

ュー委員会（ERC）、美術対話委員会

（ADC）、次世代タスクフォースの報

告書が正式に提出され、日本側の加藤委

員長が『ERC最終報告書 2020』を安倍

晋三前首相と菅義偉首相（当時）それぞ

れに手交した。各トピックに関する議論

は、それぞれの分野で時間と専門知識を

共有し、重要な提言を行った多くの委員

や専門家への感謝の表明にとどまった。

カルコン委員は、日米両政府、民間企

業、市民団体が、カルコンの過去の提言

を支持し、推進するために尽力してきた

ことを評価した。各分科会の報告書を参

考資料として添付する。 

日米のカルコン委員は、リソースを提供

できる新たな関心事項を模索するため、

二国間のアドホックな特別委員会を招集

し、1）人物交流および教育交流にはず

みを創造、2）日米同盟を支える次世代

のリーダーシップの養成、3）共通の価

値の促進、4）デジタル化の促進と二国

間の情報交流の拡大、5）地域・地方間

の交流およびサブナショナル外交のため

の新しいプラットフォームの探求、6）
経済的レジリアンス（回復力）の創設な

ど、トピックの候補を検討してもらうこ

とに合意した。この日米合同の特別委員

会は、2022 年秋までに案をカルコン委

員に提出することになっている。 

カルコン委員は第 29回合同会議におい

て、特別委員会の審議に役立つようなト

ピックについて議論を行った。通底する

テーマは、コロナ禍が日米交流に与えた

影響であったが、それを 3つに分け、

1）コロナ禍での地域・地域間交流とサ

ブナショナル外交、2）コロナ禍への国

際的な対応における日米協力 3）コロナ

禍が日米間の交流と教育に与えた影響、

について検討した。各トピックの概要は

以下のとおりである。 

1. コロナ禍での地域間交流とサブナシ

ョナル外交 

パトリシア・マクラクラン氏がモデレー

ターを務める中、今井章子氏（PHP総

研）とトレバー・ダウズ氏は、サブナシ

ョナル外交についてそれぞれの立場から

発言した。今井教授は、サブナショナル

外交の基盤が民主主義、自由経済、アジ

ア太平洋地域の同盟など、共通の価値に

あるとした。また、同盟の強化、経済安

全保障、次世代のリーダーや変化をもた

らす人の育成や社会問題の解決など、地

域・地方間の外交がもたらしうる効果に

ついて述べた。コロナ禍で草の根活動に

は深刻な悪影響があったものの、姉妹都

市などの確立された関係においては、有

意義な物資の交換や相互支援が引き続き

行われている。 

ダウズ氏は、情報へのアクセスの民主化

を提唱し、デジタル化されたコンテンツ

を増やすことで、より多くの人が社会正

義運動の記録などの重要なリソースにア

クセスできるようになることを示した。

一方で、デジタルデバイドの危険性も指

摘した。より多くの人々が社会、文化、

経済、財政の面で参画するには、信頼性

の高いブロードバンドの提供が必要だと

いうことを、コロナ禍は一層明らかにし

た。 

カルコン委員は、コロナ禍においても、

地域間やサブナショナルの外交活動が継

続的に行われていることを称賛した。い
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くつかの地域が示したエネルギーあふれ

る創造性、今後発展しうる関係性の好例

も挙げた。全米国際姉妹都市協会

（SCI）、国際キフ機構（KIF）、国際

青年会議所（JCI）、JETアラムナイの

ネットワーク、各地の日米協会のネット

ワーク、国際学生会議、Kizuna Across 
Cultures（KAC）といった組織の活動も

称えた。また、サブナショナル外交を促

進するため、官民の連携を制度化すると

いう案も支持した。 

カルコン委員は、デジタル格差が二国間

関係に及ぼす影響を考慮し、二国間の情

報のデジタル化と情報交換拡大の重要性

に同意した。 

2. コロナ禍への国際的な対応における

日米協力 

加藤和世氏とジェームス・ギャノン氏

（JCIE/USA）、カミール・ドーソン氏

（国務副次官補）は、気候変動、サイバ

ーセキュリティ、グローバルヘルスに対

する脅威、そして特にグローバルヘルス

の改善を中心に、地球的課題に共に取り

組む日米間の協力について発言した。 

日米両国は、四カ国戦略対話（Quad）
の参加国として、インド太平洋地域にお

ける安全で効果的なワクチンへの公平な

アクセスを強化するためにワクチン配布

に協力した。日本は本年 6月に COVAX
ファシリティ増資準備会合を共催し、米

国はコロナの終息に向けたサミットを 9
月に主催した。秋田浩之氏がモデレータ

ーを務める中、カルコン委員は、コロナ

との世界的な戦いにおける日米両国の協

力とリーダーシップ、そして「ラストワ

ンマイル」への支援について議論した。 

カルコン委員は、グローバルなリーダー

シップが、日米両国民の相互信頼と緊密

な関係の上に成り立っていることを繰り

返し強調した。カルコンは、共通の関心

を持つ他の組織をリードし、支援する努

力を続けるべきである。 

3. コロナ禍が日米間の交流と教育に与

えた影響 

学生交流は、今の強固な日米同盟とパー

トナーシップの構築に不可欠である。ま

た、自由、民主主義、法の支配といった

価値を共有するパートナーである日米両

国による、グローバルな課題への取り組

みにも役立っている。『ERC最終報告

書 2020』は、日米間における近年の学

生交流の動向に着目し、日米関係を担う

次世代の人材育成に対する懸念を表明し

た。 

コロナ禍が学生交流や高等教育機関に与

えている影響は、今後何年もの間波及し

ていくであろう。ウィリアム・ツツイ氏

がモデレーターを務める中、高橋裕子学

長（津田塾大学）とメアリー・シュミッ

ト・キャンベル学長（スペルマン・カレ

ッジ）が発言した。両学長は、コロナ禍

が交流（特に留学）に与えている影響に

ついて話し、日米間の学生交流の勢いが

失われたことへの懸念を表明しつつ、コ

ロナ禍で各々の大学が直面している課題

についても話した。また、留学経験が学

生一人一人にもたらす変化は人生をも変

えるようなものであることを強調し、ど

の学生も留学に強い熱意と意欲を抱いて

いると語った。大学全体で学生交流を継

続的に支援し、すべての学生が留学でき

るような財政的支援を行うことの重要性

についても述べた。さらに、オンライン

の学習環境に移行するためには、技術革

新が不可欠であり、その一部は、留学経

験の補完に活用できる可能性があること

に同意した。 
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今後の計画 

カルコン委員は、強固な日米同盟、恒久

的な友情、そしてインド太平洋地域の平

和、安全、経済繁栄と地政学的安定を確

保するために両国が果たす重要な役割に

基づくパートナーシップの重要性につい

て話し合った。また、気候変動がもたら

す危機から、パンデミック、サイバーセ

キュリティに至る新たな課題や、経済や

環境をめぐる新しい機会創出の重要性に

ついても議論した。最も強調すべき点

は、日米両国が緊迫感を持って新たな現

実に立ち向かう必要があるということに

ついて、カルコン委員の意見が一致した

ことであろう。カルコンの活動が日米関

係に不可欠であり、日米同盟を担う次世

代の育成にも欠かせない理由はここにあ

る。 

カルコン委員は、現在の地政学的環境や

健康と安全に対する世界的な脅威を考慮

し、様々な分野や地域の専門家を育成

し、アメリカ人と日本人の協力を促進す

ることの重要性を認識した。学生交流や

文化交流に対する政府や民間の財政支援

の重要性も強調した。また、草の根から

サブナショナル、国、世界に至るまで、

あらゆるレベルで様々な交流を促進する

ことの重要性を繰り返し述べた。 

カルコン委員は、本合同会議で議論され

たすべての課題を検討し、カルコンが専

門知識とリソースを活用できる課題を絞

り込んでいくため、両国の委員で構成さ

れる特別委員会を設置することに合意し

た。 

本会議では、2022 年に日本でカルコ

ン・シンポジウムが、2023 年に米国で

第 30 回のカルコン合同会議が開催され

ることが合意された。 

米国側カルコンの詳細は、

http://culcon.jusfc.gov をご覧になる

か、担当者のパメラ・フィールズ（電

話：(+1) (202) 653-9800、メール：

culcon@jusfc.gov） までお問合せくださ

い。日本側カルコンの詳細は、

www.jpf.go.jp/culcon をご覧になるか、

担当者の丸山聖子か鈴木茉美までメー

ル（Seiko_Maruyama@jpf.go.jp, 
Mami_Suzuki@jpf.go.jp）でお問合せく

ださい。 


